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健康・医療戦略参与会合 

2013年12月5日 

公益社団法人 日本医師会 
会長 横倉 義武 

健康寿命の延伸 



  公益社団法人日本医師会は、１９１６年に北里柴三郎博士
（初代会長）らによって設立された、医師の医療活動を支援
する、民間の学術団体です。 

  世界医師会に認められた、日本で唯一の医師個人資格で
加入する団体です。 

  各種の調査・研究や国際交流などを通じて、これからの医
療のあり方を考え、より働きやすい医療環境づくりと国民医
療の推進に努めています。  

○公益社団法人 日本医師会の目的 
 

［定款第３条］ 
 本会は、都道府県医師会及び郡市区等医師会との連携のもと、医道の高揚、
医学及び医術の発達並びに公衆衛生の向上を図り、もって社会福祉を増進す
ることを目的とする。 

公益社団法人 日本医師会とは？ 
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郡市区等医師会（889） 

都道府県医師会（47） 

公益社団法人 
日本医師会 

《うち、大学医師会（60）、その他（13）》 

日本医師会会員数 
 165,650人（H24.12.1現在） 
    内  開業医 84,051人 
       勤務医他 81,599人 

日本の医師総数 
（約29万人）の 

うち約56％が加入 

181,621人（平成24年8月1日現在） 

190,566人（平成20年12月1日現在） 

＊ノーベル医学・生理学
賞を受賞した山中伸弥
所長も日本医師会員。 

*日医ニュース平成25年8月5日号より 

世界医師会に認められた、日本で唯一の
医師個人資格で加入する団体です。 

*平成15年文化人郵便切手
「北里柴三郎」より 

*東京都文京区 
本駒込の日本医師会館 
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国民の幸福の原点 

・ 国民の幸福の原点は健康であり、 
 病に苦しむ人がいれば、何としても 
 助けたいというのが医療人の願い。 
 
・ 私たちの願いは、「必要とする医療が 
 過不足なく受けられる社会づくり」に 
 尽きる。 
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専門医療機関 

医師会 

歯科医師 
薬剤師 

看護師・准看護師 
管理栄養士 

ケアマネージャー 
介護職員 

等 

行政 

かかりつけ医を中心とした「切れ目のない医療・介護」の提供 

連携 

かかりつけ医 
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患者・国民からの健康にかかわる幅広い問題 

 地域での 
医療・介護
資源に応じ

た対応 
日常の診療（継続的な管理） 
重症化予防、専門医への紹介 
症状改善後の受入、在宅医療 
予防接種の勧奨、健診・検診 

多職種間の連携 専門的な検査・治療 
合併症への対応 

生涯教育 
地域の情報提供 

診療・相談 

訪問看護 
訪問介護 
服薬指導 等 

専門医への紹介 
症状改善後の受入 
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*厚生労働省「平成24年 人口動態統計」より作成
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年齢階級別に見た主な死因の構成割合（2012年） 

60代から70代までの死亡原因に対して資源を投入することが必要。70代以降
の医療は生活支援が中心となる、また、終末期について考えることも必要。 



→かかりつけ医における早期発見、精神科医等との連携による 
  早期治療が重要。 

わが国における自殺の現状と課題 

→いわゆる働き盛りの中高年男性への対策が必要。 

・平成１０年以降、平成２３年まで３万人を超えていたが、平成２４ 
 年は２７，８５８人であった。 
・近年、その多くを男性が占め、年代別にみると、４０歳代から 
 ６０歳代が多くを占める。 
・社会経済環境の影響も考えられるが、過重労働による疲弊も 
 その一因として考えられる。 

・自殺の動機として、健康問題が最も多くを占め、うつ等の気分 
 障害を有していた者の割合が高い。 
・うつは精神症状以外にも身体症状が出現することも多いため、 
 内科等のかかりつけ医を初めに受診することが多い。 
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１．疾病が発症するリスクが高い。入院受療率は75歳以上から急激に高まる。 
  外来受療率は75～79歳がピークである。 
２．疾病構造が異なる。75歳以上では、脳血管疾患が悪性新生物を上回るようになる。 
３．疾病が長期化しやすい。脳血管疾患の場合、75歳以上では平均在院日数が90日を超える。 

75歳以上の疾病発症リスクとその構造 

*出所：厚生労働省「平成23年患者調査」,総務省統計局「人口推計」平成23年10月1日現在の人口を使用。

高齢者の受療率および平均在院日数（2011年）
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疾病の早期発見・ 
早期治療 
 
生活習慣の改善によ
る疾病予防 
 ・高血圧症 
 ・脂質異常症 
 ・糖尿病 
 ・骨粗鬆症 
 ・ＣＯＰＤ 
    等の予防 

 

生活の不具合の 
早期発見・早期対応 
 
 生活を営むための機能
の維持 
  ・転倒 
  ・認知症 
  ・うつ 
  ・失禁 
  ・低栄養 
   等への対処 
 

高齢者 成人 



ロコモティブシンドローム（運動器症候群） 
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 骨、関節、筋肉などの運動
器の働きが衰えると、くらしの
中の自立度が低下し、介護が
必要になったり、寝たきりにな
る可能性が高くなります。 
 運動器の障害のために、要
介護になっていたり、要介護
になる危険の高い状態がロコ
モティブシンドロームです。 

（日本整形外科学会） 



➣非感染性疾患（ＮＣＤ）の発症予防、重症化予防の
ためには、国民自身があらゆる日常診療や健診の機
会等を通じて、リスクを早期に発見、対応することが必
要である。 
 
◆生活習慣の改善 
   →運動習慣の徹底、食生活の改善、禁煙 
 
 
 生活習慣の改善目標 
「１に運動 ２に食事 しっかり禁煙 ５にクスリ」 

10 



わが国の主な健診制度（概要） 

健診 根拠法 実施主体 所管省庁・部局

　乳幼児期 乳幼児健診 母子保健法
市町村
（義務）

厚生労働省
雇用均等・児童家庭局

　就 学 期 学校健診 学校保健安全法
学校設置者

（義務）
文部科学省

スポーツ・青少年局

事業所健診 労働安全衛生法
事業主
（義務）

厚生労働省
労働基準局

特定健診 高齢者医療確保法
医療保険保険者

（義務）
厚生労働省

保険局・健康局

　高 齢 期 後期高齢者健診 高齢者医療確保法
後期高齢者医療

広域連合
（努力義務）

厚生労働省
老健局・保険局

　就 労 期

注：上記のほかに、がん検診、妊婦健診等がある。 11 

生涯保健事業の体系化 
わが国の保健事業は、実施主体や所管省庁・部局等が異なっている。 



現行制度の課題 

  乳幼児期から高齢期に至るまで、わが国では諸種の健診を中心とした保健事

業が展開されている。しかし、それぞれ実施主体や所管省庁・部局等が異なり、

データが一元的に管理されず、国民の健康情報が十分に活用できていない。 

生涯保健事業の体系化に向けて 

あるべき対応 

●個人情報の厳格な管理を前提として、国民一人ひとりの生涯を通じた保健情報

が一元的に管理され、これをもとに一次予防から三次予防までの保健事業が、

国民のライフサイクルに応じた「生涯保健事業」として的確に実施されなければ

ならない。 

●そしてこれらの事業が健康への投資であるという理念を普及させ、個々の国民

の健康資本を増大させる施策として再構築する必要がある。 
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健康寿命の延伸により、
「社会から支えられる側」
であった高齢者が、「社
会を支える側」になる。 

健康寿命の延伸 
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健康・医療戦略参与会合 

2013年12月5日 

公益社団法人 日本医師会 
会長 横倉 義武 

医師主導治験について 



治験届出数の推移（医薬品） 
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• 全国治験活性化3カ年計画（平成15年4月） 
– 治験のネットワーク化の促進 

– 医師主導治験の円滑な運用 ほか 

• 日本医師会が治験推進研究事業を実施 
– 平成15年10月より活動開始 

– 治験促進センター事業特別会計（厚生労働科学研究費補助金） 

– 治験推進研究事業 
①医師主導治験の実施支援 

– 治験推進研究支援事業（治験実施環境の整備） 
②大規模治験ネットワークの整備 

③治験等の普及啓発にかかる業務 

④新たな治験活性化5カ年計画にかかる業務 ほか 

• 現在は、「臨床研究・治験活性化5か年計画2012」（平成24
年3月）に協力 

日本医師会治験促進センターの設立経緯、活動内容 
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治験 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ 

企業治験と医師主導治験の比較 

治験の準備 

企業治験 医師主導治験 

製薬会社 治験依頼者 

・治験実施計画書等の作成 
・治験計画届の提出 
・治験薬の準備 

存在しない 

自
ら
治
験
を
実
施
す
る
者 

（
治
験
責
任
医
師
） 

治験薬提供者 
（製薬会社） 

・厚労省への副作用報告 
・モニタリング、監査、データ
マネジメント、統計解析、治験
総括報告書の作成 

治
験
の
準
備 

治
験
の
実
施 

治験実施者 治験責任医師 

・治験薬の提供 
・品質情報、非臨
床成績、安全性情
報の提供 
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研究費 
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治験推進研究事業で実施する医師主導治験 

治験推進研究事業の対象となりうるもの 

 ・採算性等の理由で企業が積極的には

開発を進めておらず、我が国では製

造販売承認を取得していない医薬品

等 

 ・医薬品等自体は承認を取得している

が、承認された適応症以外にも一般

的に使用されている医薬品等 

 の製造販売承認の取得 

5 



計画中（5課題） 

・アダジェン 

・ジェイス＊ 

・BBG 

・エプレレノン 

・オラパリブ 

実施中（13課題） 

・ﾘｭｰﾌﾟﾛﾚﾘﾝ酢酸塩（2件） 

・リツキシマブ（2件） 

・L-ｱﾙｷﾞﾆﾝ製剤（2件） 

・PDT半導体ﾚｰｻﾞ＊/ﾀﾗﾎﾟﾙﾌｨﾘﾝ
Na（2件） 

・サリドマイド 

・リツキシマブ（ITP） 

・グルカルピダーゼ 

・5-アミノレブリン酸 

・脳血管拡張ｽﾃﾝﾄ＊ 

・タクロリムス水和物 

・滅菌調整タルク 

・テムシロリムス 

・小児補助人工心臓＊ 

  承認済5課題 

・ﾌｪﾝﾀﾆﾙｸｴﾝ酸塩 

・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞﾜｸﾁﾝ(H5N1) 

 （成人）（2件） 

・ｱﾙｶﾞﾄﾛﾊﾞﾝ水和物 

・ﾌｪﾉﾊﾞﾙﾋﾞﾀｰﾙNa 

・ﾍﾞﾌﾟﾘｼﾞﾙ塩酸塩水和物 

 

＊：治験機器 

治験中止（1課題） 
・イマチニブメシル酸塩 
研究中止（1課題） 
・ｲﾏﾁﾆﾌﾞﾏｼﾙ酸塩・ﾋﾄﾞﾛｷｼｶﾙﾊﾞﾐﾄﾞ 
治験終了（4課題） 
・ｲﾘﾉﾃｶﾝ塩酸塩水和物 
・ﾃｶﾞﾌｰﾙ･ｷﾞﾒﾗｼﾙ・ｵﾃﾗｼﾙK配合剤 
・ﾗﾊﾟﾁﾆﾌﾞ・ﾄﾗｽﾂﾏﾌﾞ 
・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞﾜｸﾁﾝ（H5N1 小児) 
 

平成16年1月の研究開始以降、 
・研究採択29課題 
・治験届３１件（22課題） 
・承認取得6件（5課題） 
・研究終了4件（4課題） 
・治験中止、研究中止各1件（1課題） 

（平成24年3月29日現在） 

治験推進研究事業の実績 
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医師主導治験実施状況 
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治験薬/治験機器 対象疾患 状況 

リュープロレリン酢酸塩 球脊髄性筋萎縮症 治験実施中 

タクロリムス水和物 多発性筋炎・皮膚筋炎に合併する間質性肺炎 申請準備中 

リツキシマブ 小児難治性ネフローゼ症候群 治験実施中 

Ｌ－アルギニン製剤 脳卒中様症状を主体とするミトコンドリア病 治験実施中 

PDＴ半導体レーザ・タラポルフィンNa 悪性脳腫瘍に対する光線力学療法 治験実施中 

滅菌調整タルク 悪性胸水 申請準備中 

脳血管拡張ステント 頭蓋内脳動脈硬化症 申請準備中 

サリドマイド Crow-Fukase症候群 治験実施中 

リツキシマブ 特発性血小板減少性紫斑病 治験実施中 

5-ｱﾐﾉﾚﾌﾞﾘﾝ酸 蛍光膀胱鏡を用いた膀胱癌の光力学的診断 治験準備中 

テムシロリムス 卵巣明細胞腺がん 治験準備中 

グルカルピダーゼ 大量メソトレキセート療法が有効とされる疾患 治験準備中 

小児補助人工心臓 小児補助人工心臓 治験準備中 

アダジェン アデノシン・デアミナーゼ欠損症 計画中 

ジェイス（ヒト自家培養皮膚） 先天性巨大色素性母斑 計画中 

BBG 黄班部に病変を有する硝子体手術適応疾患 計画中 

エプレレノン 急性心不全 計画中 

オラパリブ トリプルネガティブ乳癌 計画中 7 



Ｎ＝109 

平成24年3月29日現在 

治験促進センター支援の医師主導治験 
の実施医療機関数 
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日本医師会治験促進センター臨床試験登録システム 
                        

「登録済み臨床試験一覧」ページ

より試験名をクリックして「情報参

照」ページを開く 

「試験名」 

日本語、英語併
記で表示 
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治験関連書式の統一に向けて 
- 背景 - 

10 

 「新たな治験活性化5カ年計画」の「治験の効率的実施及び

企業負担の軽減」の重点的取組事項（アクションプラン）の1つ  

 

 

 

 

(4) 治験の効率的実施及び企業負担の軽減 

治験のスピードアップとコスト低減を図るため、医療機関と企業の役割分担

を明確にし、治験関係書式の共通化や、治験データのIT 化による効率化を

一層推進する。 

  

   平成19 年度より開始 

○ 関係医療機関団体、製薬企業団体により、治験に用いる書類のモデル

書式、研究費算定のモデル、企業と医療機関との適切な役割分担を示し

たモデルチェックシートが作成されるよう促す。 
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実施医療機関 治験依頼者 

治験施設支援機関 

医薬品開発業務
受託機関 

治験審査委員会 

新たな統一書式作成システム 

 それぞれの組織がそれぞれの
情報を登録 

 登録された最新のデータを容
易に共有・繰り返し活用可能な
環境 
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 医療機関選定調査（72）、予備（feasibility）調査（11） 
  （医療機関選定調査と予備（feasibility）調査の重複も含む） 

これまでの実績 

 79治験の調査を実施（2007年1月～2011年12月） 
 幅広い薬効分類、フェーズの調査を実施 

 0        5        10     15     20          45       

【 フェーズ 】 【 薬効分類 】 

これまでの成果 

48 ～ ～ 

～ ～ 

5 
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治験推進事業（概念図） 

治験推進研究事業 
医師主導治験の支援 

大規模治験NW 

よりよい医療の提供 

治験実施基盤の整備 

体制 

人材 啓発 

効率 

統一書式 

企業治験の紹介 

E-learning 

治験情報の発信 

臨床試験登録 

治験啓発 
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治験の普及・啓発 

冊子 

ポスター 

本 

啓発DVD 

ﾘｰﾌﾚｯﾄ 

ｲﾗｽﾄ集 
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日本医学会について 
■昭和23年3月8日、日本医師会と合体 

■日本医学会の目的 

  ［日医定款第42条］ 

   学会は、本会と密接な連携の下に、医学に関する科学及び技

術の研究促進を図り、医学及び医療の水準の向上に寄与する

ことを目的とする。 
■構   成  現在 118の分科会で構成   

 ≪分科会一例≫ 

   日本内科学会    日本外科学会   

   日本産婦人科学会  日本眼科学会   

   日本リウマチ学会   日本リハビリテーション学会   

   日本細菌学会    日本小児科学会        など 15 



日本医学会の概略 

 

 明治35年（1902）、16の分科会が合同して 
第1回日本聯合医学会を開催し、これを公式に本会の
創設日とする。 
 第3回からは日本医学会と改称し、以後4年ごとに開
催、今日に至る。昭和22年開催の第12回総会で日本
医学会の常設・恒久化が決議され、昭和23年3月8日
に改組途上の日本医師会と合体した。 
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     日本医学会の目的 
 

 合体後、日本医師会定款に「日本医師会に日本医学会

を置く」とされ、日本医学会は、日本医師会と密接な連携

の下に、「医学に関する科学および技術の研究促進を図

り、医学および医療の水準の向上に寄与する」ことを目的

としている。 

 日本医学会の活動は、あくまで学問中心で、その会員

制度は学会単位の加盟である。現在、118分科会を擁し

ている。 
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        日本医学会の事業 
 
日本医学会は、次のような事業を行っている。 
 
（1）日本医学会総会の開催 
 
（2）日本医学会シンポジウムの開催 
 
（3）医学および医療に関する情報の収集と伝達 
 
（4）その他学会の目的達成上必要な事業 
 

 18 


	⑰横倉参与提出資料
	スライド番号 1
	健康・医療戦略参与会合
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	わが国における自殺の現状と課題
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	健康寿命の延伸

	【横倉参与２】
	ヘッダー
	スライド番号 1

	20131205参与会合資料2
	健康・医療戦略参与会合
	スライド番号 2
	日本医師会治験促進センターの設立経緯、活動内容
	企業治験と医師主導治験の比較
	研究費
	治験推進研究事業で実施する医師主導治験
	スライド番号 7
	医師主導治験実施状況
	スライド番号 9
	日本医師会治験促進センター臨床試験登録システム�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	治験関連書式の統一に向けて�- 背景 -
	新たな統一書式作成システム
	スライド番号 13
	治験推進事業（概念図）
	治験の普及・啓発
	スライド番号 16
	日本医学会の概略
	スライド番号 18
	スライド番号 19



